
がん検診の概要

市町村事業によるがん検診（住民検診）

根 拠 法 健康増進法 第 19 条の 2

実 施 主 体 市区町村

検 診 方 法 基本的に国が示す指針に基づき実施

財 源 市区町村の一般財源

根 拠 法 なし（福利厚生の一環）

実 施 主 体 保険者、事業主

検 診 方 法
実施主体により異なる
国が示すマニュアルに基づくことが望ましい

財 源 保険料または事業主の負担

職域での検診（職域検診）

精密検査

医療機関による保険診療

要精検

種類 検査項目 対象年齢 受診間隔

胃がん検診
問診および胃部X線検査※1また
は胃内視鏡検査のいずれか

50歳以上
(いずれかを)

2年に1回

大腸がん検診 問診および便潜血検査(免疫法) 40歳以上 1年に1回

肺がん検診
問診および胸部X線検査
および喀痰細胞診※2

40歳以上 1年に1回

乳がん検診 問診およびマンモグラフィ 40歳以上 2年に1回

子宮頸がん検診
問診、視診、子宮頸部の
細胞診および内診

20歳以上 2年に1回

【参考】対策型検診の検査内容国が示す指針に基づくがん検診 ･･･「対策型検診」

厚生労働省では、対象集団がん死亡率の減少を目的に実施する「対策型検診」
について、科学的に有効性が確立された検診方法での実施を推奨している。

厚労省が示す指針

⚫ 検診方法：右表のとおり

⚫ 対 象 者：右表のとおり

⚫ 事業評価：実施体制のモニタリングと、プロセス指標（検診受診率、
要精検率、精検受診率など）による評価を行う

がん検診の提供体制

• 職域検診は根拠法等がなく、様々な実施主体
が任意で提供しているものであることから、
実態の把握や精度管理が困難

• 本協議会では、当面の間、住民検診を中心に
検討を進めたい

※1 当分の間、胃部X線検査については40歳以上、1年に1回の実施も可
※2 喀痰細胞診の対象は、50歳以上で、喫煙指数（1日本数×年数）が600以上の方
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